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アジア経済法令ニュース No.18-38 

 添付法令資料 1： モロッコの軍人の住所、住所変更及び生活状況の届出に関する 

  1981 年 1 月 5 日付政令第 2-80-610 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国オゾン層保護のための特定物質の製造規制等に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3： 中国電子商取引法（目次） 

 添付法令資料 4： 外国人労働者の利用手続に関する2018年7月11日付インドネシア 

  共和国労働大臣規則 No.10（目次） 

 添付法令資料 5： 証券市場における電子取引を指導するベトナム財政省の通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2018 年 9 月 21 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第1102号及び1103

号） 

18.09.18 公布 

2 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 2095 号） 

18.09.19 公布 

3 アメリカ合衆国ドル建て借款の供与に関する日本国政府とエクアドル共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 295 号） 

18.09.20 公布 

4 東ティモールにおける出生登録制度整備計画のための贈与に関する日本国政

府と国際連合児童基金との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 296 号） 

18.09.20 公布 

5 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 2096 号） 

18.09.20 公布 

6 産業競争力強化法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令

（政令第 264 号） 

18.09.21 公布／18.09.25 施行 

7 産業競争力強化法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整

備及び経過措置に関する政令（政令第 265 号） 

18.09.21 公布／18.09.25 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国务院关税税则委员会关于对原产于美国约 600 亿美元进口商品实施加征关税

的公告 

18.09.18 発布 国務院関税税則委員会公告[2018]8 号 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 軍人の地位に関するロシア連邦法律第 15.1 条への変更の導入に関する 2018

年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.258-FZ 

2 競争の保護に関するロシア連邦法律第 18.1 条への変更の導入に関する 2018

年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.259-FZ 

3 外国非営利非政府組織の支部の活動の法的規制の完全化に関して非営利組織

に関するロシア連邦法律第 13.2 条及び第 32 条へ変更を導入することに関する

2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.260-FZ 

4 コンセッション協定に関するロシア連邦法律第 4 条へ、並びにロシア連邦に

おける国と民間のパートナーシップ及び地方自治体と民間のパートナーシッ

プ並びに個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律第 7 条

へ変更を導入することに関するロシア連邦法律 No.261-FZ 

5 適合性認証手続の完全化に関して適合性認証国家システムにおける適合性認

証に関するロシア連邦法律へ変更を導入することに関する 2018年 7月 29日付

ロシア連邦法律 No.262-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

6 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連

邦法律 No.263-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

（注）銀行及び銀行活動に関するロシア連邦法律等へ変更を導入するもの 

7 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連

邦法律 No.265-FZ 

2019 年 9 月 1 日から施行 

（注）ロシア連邦仲裁手続法典及び民事訴訟法典等への変更の導入に関す

るもの 

8 一般管轄破棄裁判所及び一般管轄上訴裁判所の創設に関して個別のロシア連

邦法規へ変更を導入することに関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律

No.266-FZ 

公布の日から施行 

9 孤児及び親の監護を受けていない児童並びに孤児及び親の監護を受けていな

い児童の出身者を居住施設に保護することに関して個別のロシア連邦法規へ

変更を導入することに関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.267-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 
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10 個別のロシア連邦法規への変更の導入及び強制年金保険システムにおける個

別（個人）登録に関するロシア連邦法律第 16 条第 2 項第 11 段落の失効の認定

に関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.268-FZ 

一部を除き、公布の日から 10 日経過後に施行 

11 強制年金保険契約の終了の結果に関する情報を受け取ることに対する市民の

権利の保障を目的として個別のロシア連邦法規へ変更を導入することに関する

2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.269-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

12 ロシア連邦の国境に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規への変

更の導入に関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律 No.270-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

13 危険な生産施設、治水施設及び電力施設の労働者の資格の認定の問題に係る

個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦

法律 No.271-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

14 公的統計記録の分野における国家管理の完全化に関して個別のロシア連邦法

規へ変更を導入することに関する 2018 年 7 月 29 日付ロシア連邦法律

No.272-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

15 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 診察及び治療の各施設における感染検査に関して定める通知 

保健省の 2018 年 7 月 20 日付第 16/2018/TT-BYT 号通知／18.10.01 施行 

2 外国信用組織及び外国銀行支店の活動における安全確保の各範囲及び比率を

定める通知を合一する合一文書 

ベトナム国家銀行の 2018 年 8 月 10 日付第 13/VBHN-NHNN 号合一文書 

3 商業銀行、外国銀行支店、外国信用組織の代表事務所及びベトナムにおいて

銀行活動を行うその他の外国組織の許可証の発給並びに組織及び活動に関し

て定める通知を合一する合一文書 

ベトナム国家銀行の 2018 年 8 月 21 日付第 14/VBHN-NHNN 号合一文書 

4 企業登記に関する政府の 2015 年 9 月 14 日付第 78/2015/NĐ-CP 号議定の若

干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2018 年 8 月 23 日付第 108/2018/NĐ-CP 号議定／18.10.10 施行 

 

第 5 韓国 

1 国籍法一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15752 号／同日施行 

2 独占規制及び公正取引に関する法律一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15784 号／19.03.19 施行 

3 商法一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15755 号／18.12.19 施行 
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4 商業登記法一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15756 号／18.12.19 施行 

5 少年法一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15757 号／同日施行 

6 医療の海外進出及び外国人患者誘致支援に関する法律一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15777 号／18.10.19 施行 

7 情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律一部改正令 

18.09.18 公布 法律第 15751 号／19.03.19 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 CUSTOMS (DUTIES) (AMENDMENT NO. 4) ORDER 2018 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 17 

September 2018 and is deemed to have come into operation on 14 

September 2018; No.S575/2018 

2 INCOME TAX (MAXIMUM RELIEF AMOUNT FOR PAYMENTS TO 

RETIREMENT ACCOUNT AND SPECIAL ACCOUNT) RULES 2018 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 17 

September 2018 and come into operation on 17 September 2018; 

No.S577/2018 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2561 年（西暦 2018 年）年度予算支出予算法 

18.09.15 制定／18.10.01 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 GOVERNMENT PROCUREMENT POLICY BOARD 

  RESOLUTION NO.39-2017 

  APPROVING AND ADOPTING THE 2017 REVISED AGENCY 

PROCUREMENT COMPLIANCE AND PERFORMANCE INDICATORS 

(APCPI) SYSTEM AS THE PROCUREMENT MONITORING AND 

ASSESSMENT TOOL OF THE GOVERNMENT OF THE PHILIPPINES 
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17.12.21 付／直ちに施行 

2 GOVERNMENT PROCUREMENT POLICY BOARD 

  RESOLUTION NO.40-2017 

  APPROVING THE REVISED GUIDELINES FOR BLACKLISTING OF 

MANUFACTURES, SUPPLIERS, DISTRIBUTORS, CONTRACTORS AND 

CONSULTANTS 

17.12.21 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

3 GOVERNMENT PROCUREMENT POLICY BOARD 

  RESOLUTION NO.05-2018 

  APPROVING THE REVISED GUIDELINES ON THE PROCUREMENT 

OF PETROLEUM, OIL, AND LUBRICANT (POL) PRODUCTS 

18.5.18付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15日後に施

行 

4 GOVERNMENT PROCUREMENT POLICY BOARD 

  RESOLUTION NO.06-2018 

  APPROVING THE AMENDMENT TO THE GUIDELINES ON LEASE 

OF REAL PROPERTY AND VENUE ANNEX “H” OF THE 2016 REVISED 

IMPLEMENT RULES AND REGULATIONS (IRR) OF REPUBLIC ACT 

(RA) NO.9184  

18.5.18付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15日後に施

行 

5 GOVERNMENT PROCUREMENT POLICY BOARD 

  RESOLUTION NO.07-2018 

  APPROVING THE AMENDMENT TO SECTION2, ANNEX “E” OF THE 

2016 IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS (IRR) OF 

REPUBLIC ACT (RA) NO.9184 AND THE PHILIPPINE BIDDING 

DOCUMENTS FOR INFRASTRUCTURE PROJECT 

18.5.18 付／直ちに施行 

6 PHILIPPINE NUCLEAR RESEARCH INSTITUTE 

  PNRI ADMINISTRATIVE ORDER NO.01 SERIES OF 2018 

  AMENDMENT TO PNRI ADMINISTRATIVE ORDER NO.002 SERIES 

OF 2009 - AUTHORIZATION FOR TRANSFERS OF 

NUCLEAR-RELATED DUAL-USE EQUIPMENT, MATERIALS, 

SOFTWARE AND RELATED TECHNOLOGY. 

官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 

1 The Goods and Services Tax (Compensation to States) Amendment Act, 

2018 

30 Aug 2018 付 

2 The Union Territory Goods and Services Tax (Amendment) Act, 2018 

30 Aug 2018 付 
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3 The Integrated Goods and Services Tax (Amendment) Act, 2018 

30 Aug 2018 付  

4 The Central Goods and Services Tax (Amendment) Act, 2018 

30 Aug 2018 付 

5 The Insolvency and Bankruptcy Code (Second Amendment) Act, 2018 

17 Aug 2018 付/ It shall be deemed to have come into force on the 6th 

day of June, 2018. 

6 The Criminal Law (Amendment) Act, 2018 

11 Aug 2018 付/ It shall be deemed to have come into force on the 21st 

day of April, 2018. 

7 The Constitution (One Hundred and Second Amendment) Act, 2018 

11 Aug 2018 付 

8 The Requisitioning and Acquisition of Immovable Property (Amendment) 

Act, 2018 

09 Aug 2018 付 

9 The Negotiable Instruments (Amendment) Act, 2018 

02 Aug 2018 付 

10 The State Banks (Repeal and Amendment) Act, 2018 

02 Aug 2018 付 

11 The Specific Relief (Amendment) Act, 2018 

01 Aug 2018 付 

12 The Fugitive Economic Offenders Act, 2018 

31 Jul 2018 付/ It shall be deemed to have come into force on the 21st 

day of April, 2018. 

13 The Prevention of Corruption (Amendment) Act, 2018 

26 Jul 2018 付 

14 The Finance Act, 2018 

29 Mar 2018 付/ Save as otherwise provided in this Act, sections 2 to 55 

shall come into force on the 1st day of April, 2018. 

15 The Payment of Gratuity (Amendment) Act, 2018 

29 Mar 2018 付 

16 The Indian Institute of Petroleum and Energy Act, 2017 

08 Jan 2018 付 

17 The Companies (Amendment) Act, 2017 

03 Jan 2018 付 

 

第 12 モンゴル 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国政府とウズベキスタン共和国政府との間の所得及び財産

に対する二重課税の回避に関する 1996年 6月 12日付条約への変更及び追加の
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導入に関するカザフスタン共和国政府とウズベキスタン共和国政府との間の

議定書の批准に関するカザフスタン共和国法律 

2018 年 9 月 18 日付 No.182-VI ZRK 

2 電子商取引の実行規則の承認に関する 2015 年 11 月 25 日付カザフスタン共

和国国家経済大臣代行命令 No.720 への変更及び追加の導入に関するカザフス

タン共和国国家経済大臣代行命令 

2018 年 8 月 3 日付 No.7 同年 9 月 4 日法務省登録 No.17334／公布の日

から 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 監督機関による事業主体の活動の審査の合意及び実施手続に係る一時的規程

の承認に関するウズベキスタン共和国検事総長の命令 

2018 年 9 月 6 日付 No.B-55 同月 7 日法務省登録 No.3067／同月 8 日施

行 

2 天然資源の効率的かつ合理的な利用及び国家予算の歳入の向上の確保に係る

追加措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2018 年 9 月 10 日付 No.720／同月 12 日施行 

3 イノベーション活動の今後の支援に係る措置に関するウズベキスタン共和国

内閣決定 

2018 年 9 月 11 日付 No.721／同月 13 日施行 

4 ウズベキスタン共和国市民の外国における組織的雇用制度の今後の改善及び

根本的見直しに係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2018 年 9 月 12 日付 No.725／同月 13 日施行 

5 銀行業の登録及びライセンシング手続に係る規程への変更の導入に関するウ

ズベキスタン共和国中央銀行理事会の決定 

2018 年 8 月 18 日付 No.27/8 同年 9 月 14 日法務省登録 No.2014-14／同

月 15 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 外国為替持高に影響する措置のトルコ共和国中央銀行による監視に係る方法

および原則に関する規則における変更の実施に関するトルコ共和国中央銀行

の規則 

2018 年 9 月 19 日官報 No.30540／同日施行 

 

第 16 ポーランド 

1 裁判所及び経済公報の発行に関する 1995 年 12 月 22 日付法律の単一テキス

トの公布に関する 2018 年 9 月 14 日付国会下院議長の公告 No.1795 

18.09.19 公布 

2 下院議員及び上院議員のマンデイト（mandate）の実行に関する 1996 年 5

月 9日付法律の単一テキストの公布に関する 2018年 9月 14日付国会下院議長
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の公告 No.1799 

18.09.20 公布 

3 ポーランド共和国領内における共同事業又は共同救助活動への外国公務員又

は従業員の参加に関する 2014 年 2 月 7 日付法律の単一テキストの公布に関す

る 2018 年 9 月 14 日付国会下院議長の公告 No.1802 

18.09.20 公布 

 

第 17 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 18 ミャンマー 

1 空地、休閑地及び荒地管理法を改正する法律（2018 年） 

18.09.11 制定 2018 年連邦議会法律第 24 号 

2 国民債管理法を改正する法律(2018 年) 

18.09.14 制定 2018 年連邦議会法律第 25 号 

 

第 19 添付法令資料 

   1 モロッコの軍人の住所、住所変更及び生活状況の届出に関する 1981 年 1 月 5

日付政令第 2-80-610 号（目次） 

   2 韓国オゾン層保護のための特定物質の製造規制等に関する法律（目次） 

   3 中国電子商取引法（目次） 

   4 外国人労働者の利用手続に関する 2018 年 7月 11 日付インドネシア共和国労

働大臣規則 No.10（目次） 

   5 証券市場における電子取引を指導するベトナム財政省の通知（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 



 

 9 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 
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：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


